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第８章 産業技術の流出防止及び保護に関する法律 
 

1．法律の趣旨 

 産業技術の流出防止および保護に関する法律(2006 年 10 月 27 日法律第 8062 号で制定、2

007 年4 月28 日施行)は、国家安保に直接的な影響を及ぼす国家核心技術の海外流出を規制し、

産業技術の不正な流出を防止するための保安意識拡散および制度的基盤の構築を通じて国内核

心技術を保護し、専門科学・産業技術者および研究開発者を保護支援して国家産業競争力を強化

し、国家の安全と国民経済の安定を保障するためのものである。 

 

2．保護対象 

 産業技術の流出防止および保護に関する法律は、産業技術の不正な流出を防止し、産業技術を

保護することにより、国内産業の競争力を強化し、国家の安全保障と国民経済の発展に貢献する

ことを目的としている。同法律は「製品または用役の開発・生産・補給及び使用に必要な諸般方

法または技術上の情報のうち、行政機関の長(当該業務が委任・委託された場合、その委任・委

託を受けた機関や法人・団体の長をいう)が産業競争力の向上や流出の防止などを図るために、

同法又は他の法律やこの法律又は他の法律で委任した命令に従って、指定・告示・公告・認証し

た技術」に限定する(第 2 条第 1 号)。 

 また、産業技術のうち、「国内外の市場に占める技術的・経済的価値が高い、又は関連産業の

成長潜在力が高いため、海外に流出した場合に、国家の安全保障および国民経済の発展に重大な

悪影響を及ぼすおそれがあるもの」を「国家核心技術」として指定し、その輸出に産業通商資源

部長官の承認を得るようにするなど特別な管理を行うための根拠規定を置いている。この「国家

核心技術」は 2007 年 8 月に計 7 分野 40 技術が選定された後、数回にわたり調整され、2018

年現在は、半導体（7）、ディスプレイ（2）、電気電子（1）、自動車・鉄道（9）、鉄鋼（7）、造

船（7）、原子力（5）、情報通信（10）、宇宙（4）、バイオテクノロジー（3）、機械（6）、ロボッ

ト（3）の計 12 分野 64 技術が選定されている。 

 

3．主要内容 

3-1  保護政策と管理主体 

① 産業通商資源部長官は、産業技術の流出防止及び保護に関する総合計画を樹立・施行し、関

係中央行政機関の長は、毎年細部施行計画を樹立・施行する(第 5 条および第 6 条)。 

② 産業通商資源部長官の下に産業通商資源部長官を委員長とした産業技術保護委員会(以下
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「委員会」とする)を設置し、総合計画、国家核心技術の指定変更及び解除に関する事項、

国家核心技術の輸出等に関する事項、国家核心技術を保有する対象機関の海外引受・合併な

どに関する事項、総合計画の重要内容変更に関する事項を審議する(第 7 条)。 

③ 産業通商資源部長官は、関係中央行政機関の長からその所管の国家核心技術指定対象技術の

通報を受け、委員会の審議を経て国家核心技術として指定するものの、国家核心技術は必要

最小限の範囲で選定しなければならず、利害関係人には意見陳述の機会を付与する(第 9 条)。 

 

3-2  核心技術の輸出・海外流出 

① 国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術を保有した対象機関が該当国家

核心技術を輸出しようとする場合には、産業通商資源部長官の承認を得るようにし、その他

国家核心技術を保有・管理している対象機関が国家核心技術を輸出しようとする場合には、

産業通商資源部長官に事前申告する(第 11 条第 1 項および第 4 項)。 

② 産業通商資源部長官は、申告対象国家核心技術の輸出が国家安保に深刻な影響を及ぼし得る

と判断される場合には、関係中央行政機関長との協議及び委員会審議を経て輸出中止・禁

止・原状回復などの措置を命じることができるようにし、申告対象国家核心技術を輸出しよ

うとする者は、該当国家核心技術が国家安保に関連するか否かに対して産業通商資源部長

官に事前検討を申請することができる(第 11 条第 5 項および第 6 項)。 

③ 国家核心技術の海外流出を目的にした外国人投資を前もって防止・遮断することができるよ

うに、国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術を保有する対象機関が、海

外引受・合併等をしようとする場合、産業通商資源部長官に事前申告する(第 11 条の 2)。 

 

3-3  産業技術の流出および侵害行為の類型およびその禁止 

 侵害行為の類型は、不正競争防止および営業秘密保護法が規定する類型と大同小異であり、産

業技術の流出防止および保護に関する法律上に規定された侵害行為の類型は下記の通りである

(第 14 条各号)。 何人も下記侵害行為をしてはならない。 

① 窃取・欺瞞・脅迫その他の不正な方法により対象機関の産業技術を取得する行為又はその取

得した産業技術を使用、若しくは公開(秘密を維持しながら特定人に知らせることを含む。

以下同様)する行為(第 14 条第１号) 

② 産業技術に対する秘密維持義務のある者がその産業技術を窃取・欺瞞・脅迫その他の不正な

方法により流出する行為又はその流出した産業技術を使用、公開、若しくは第三者に使用さ

せる行為(第 14 条第２号) 

③ 上記①又は②(第 1 号又は第 2 号の規定)に該当する行為が介在した事実を知ってその産業

技術を取得・使用及び公開し、又は産業技術を取得した後にその産業技術に対して上記①又
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は②に該当する行為が介在した事実を知ってその産業技術を使用し、又は公開する行為(第

14 条第３号) 

④ 上記①又は②に該当する行為が介在した事実を重大な過失により知らないでその産業技術

を取得・使用及び公開し、又は産業技術を取得した後にその産業技術に対して上記①又は②

に該当する行為が介在した事実を重大な過失により知らないでその産業技術を使用、若し

くは公開する行為(第 14 条第４号) 

⑤ 産業技術に対する秘密保持義務がある者が産業技術に対する保有又は使用権限が消滅する

ことによって対象機関から産業技術に関する文書、 図画、電子記録など特殊媒体記録の返

還や産業技術の削除を求められたにも拘らず、不正な利益を得たり、その対象機関に損害を

被らせる目的でこれを拒んだり避けたりし、若しくはその写しを保有する行為 (第 14 条第

６号の２) 

 

4．産業技術の流出および侵害行為に対する救済 

4-1  行政的救済 

① 産業技術の流出および侵害行為が発生し、または発生する恐れがある場合、直ちに国家核心

技術および国家研究開発事業として開発した産業技術を保有している機関の長は、産業通

商資源部長官および情報捜査機関の長にその事実を届け出なければならず、このとき、必要

な措置を求めることができる。ただし、産業通商資源部長官および情報捜査機関長は、企業

などの要請がなくても職権により技術流出防止に必要な措置を取ることができる。 

② 産業技術の流出に対する紛争を迅速に調停するために産業技術紛争調停委員会を設置し、同

委員会の構成および紛争の調停方法・手続などを備える。 

③ 産業技術流出と関連した紛争の調停を望む者は申請の趣旨と原因を記載した調停申請書を

調停委員会に提出すれば、その申請日より 3 月以内に調停案を受けて紛争を解決すること

ができる。ただし、やむを得ない事情がある場合は、調停委員会の議決で 1 ヵ月ずつ 3 回

に限り延長が可能であり、この場合当事者に延長期間および事由を通知しなければならな

い。両当事者が調停案を受諾して記名捺印または署名した場合には、該当調停調書は裁判上

の和解と同じ効力を有する。調停事件の処理手続中に同じ事件が法院に提訴された場合に

は、調停の処理は中止される。 

 

4-2  民事的救済 

 産業技術を保有している対象機関は、産業技術の侵害行為をし、またはしようとする者に対し、

その行為によって営業上の利益が侵害されるか、侵害される恐れのある場合には、法院にその行



第 II 編 韓国の知的財産制度と関連法 

 195 

為の差止めまたは予防を請求することができる。 

対象機関が上記請求をする時は、侵害行為を造成した物の廃棄、侵害行為に供された設備の除

去その他に侵害行為の禁止または予防のために必要な措置を併せて請求することができる。た

だし、上記請求権は対象機関がその侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害される

恐れがあるという事実および侵害行為者を知った日から 3 年間またはその侵害行為が始まった

日から 10 年間行使しなければ、時効の完成によって消滅することから、注意する必要がある。 

 

4-3  刑事的救済 

① 産業技術を外国で使用するか、または使用させる目的で第 14 条各号(第 4 号を除く)のいず

れかに該当する行為をした者は 15 年以下の懲役または 15 億ウォン以下の罰金に処する。 

② 第 14 条各号(第 4 号を除く)のいずれかに該当する行為をした者は 7 年以下の懲役または 7

億ウォン以下の罰金に処する。 

③ 第 14 条第 4 号に該当する行為をした者は 3 年以下の懲役または 3 億ウォン以下の罰金に

処する。 

④ 上記①～③(法第 36 条第 1 項～第 3 項)の罪を犯した者がその犯罪行為によって得た財産

はこれを没収する。ただし、その全部または一部を没収することができない場合はその価額

を追徴する。 

⑤ 第 34 条の規定に違反して秘密を漏洩した者は 5 年以下の懲役または 10 年以下の資格停止

または 5 千万ウォン以下の罰金に処する。 

⑥ 上記①～②(法第 36 条第 1 項及び第 2 項)の未遂犯は処罰する。 

⑦ 上記①～③(法第 36 条第 1 項～第 3 項)の懲役刑と罰金刑は併科することができる。 

 

 なお、同法によれば、産業技術流出および侵害行為の未遂と予備・陰謀も処罰され、第 1 項な

いし第 3 項までは使用者である法人または個人に対する両罰規定もある。ただし、法人または

個人がその違反行為を防止するために当該業務に関して相当な注意と監督を怠らなかった場合

には、その限りではない。 

2016 年 3 月 29 日改正された法律は、海外流出の場合、従来の 10 年以下または 10 億ウォ

ン以下と規定されていた懲役と罰金をそれぞれ 15 年、15 億ウォンにした。国内流出などの場

合にも同様に、5 年以下の懲役または 5 億以下の罰金を 7 年以下の懲役または 7 億ウォン以下

の罰金にした。 

 

5．不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律との関係 

 同法第 4 条は「産業技術の流出防止および保護に関しては他の法律に特別な規定がある場合

を除いては本法が定めるところによる」と規定しているが、産業技術として指定された営業秘密
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が侵害された場合には、その産業技術を侵害された者は両法律が重複的に適用され得るものと

みられる(ただし、この点に関しては法院の先例が出されるまでは断言し難い)。ただし、産業技

術の流出防止及び保護に関する法律上の民事的調停によることになろう。 


